※　共同提案者ごとに作成

様　式　集
＜作成上の留意事項＞
・　記入スペースに不足が生じた場合は，必要に応じて記入欄を拡大してください。

・　様式５の補足資料として，法人登記簿謄本（現在事項全部証明書），応募の３箇月前までに発行された印鑑証明書，直近２年度分の財務関係書類及び納税証明書等を添付してください。（詳しくは別紙１１を御覧ください。）

・　様式９の補足資料として，配置計画図やパース，既存施設の存置範囲がわかる図面を添付してください。（詳しくは別紙１１を御覧ください。）
・　資料を添付する場合は，Ａ３またはＡ４サイズとしてください。
・　作成に伴う費用は，応募者の負担とします。

・　作成に伴うや著作権の使用は，応募者の責任で行ってください。
・　使用する言語は日本語とし，使用する通貨は日本円とします。

　（共同提案の場合）

・　様式３－２，４から６，７－２は共同提案者ごとに作成してください。

・　その他の様式（１，２を除く）は，共同提案で一つにまとめて作成してください。

なお，その場合の法人名記載欄には，代表事業者に関する事項を記載してください。
・　様式８及び９は共同提案者が単独で行うこと，他の共同提案者と連携して行うことを明確に分けて記載してください。

・　土地を分割する場合は，その分割後の土地の規模や境界が明確で，どの共同提案者がどの土地と建物を所有等するのかがわかるように配置計画図を作成してください。
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様式第８－１号　事業計画書（事業の目的と方針）　　　　　　　　　　・・・１６

様式第８－２号　事業計画書（事業スケジュール）　　　　　　　　　　・・・１７

様式第８－３号　事業計画書（事業の実施体制）　　　　　　　　　　　・・・１８

様式第８－４号　事業計画書（学びの環境の充実）　　　　　　　　　　・・・１９

様式第８－５号　事業計画書（北側用地活用の一体性）　　　　　　　　・・・２０

様式第８－６号　事業計画書（施設開放）　　　　　　　　　　　　　　・・・２１

様式第８－７号　事業計画書（地域と進めるまちづくり）　　　　　　　・・・２２

様式第８－８号　事業計画書（にぎわいの創出）　　　　　　　　　　　・・・２３

様式第８－９号　事業計画書（施設利用者数）　　　　　　　　　　　　・・・２４
様式第８－１０号　事業計画書（安全快適な歩行空間の創出）　　　　　　・・・２５

様式第８－１１号　事業計画書（防災機能の向上）　　　　　　　　　　　・・・２６

様式第９－１号　施設計画書（施設整備のコンセプト）　　　　　　　　・・・２７

様式第９－２号　施設計画書（施設整備の概要）　　　　　　　　　　　・・・２８
様式第９－３号　施設計画書（施設整備スケジュール）　　　　　　　　・・・２９
様式第９－４号　施設計画書（その他）　　　　　　　　　　　　　　　・・・３０
様式第１０　号　自由記述　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・３１
【様式第１号】
現地案内会参加申込書
　平成　　年　　月　　日

（あて先）
　京 都 市 長　
　現地案内会について，下記のとおり参加を申し込みます。

記

	法人名
	

	所在地
	

	参加者
	参加人数

（※）
	　　　　　　　　人　　

	
	代表者氏名


	

	
	所属部署

役　　職
	

	
	電話番号

ＦＡＸ
	－　　　　－　　　　

－　　　　－　　　　　　　　

	
	Ｅメール


	＠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（※）　案内会を円滑に進めるため，参加人数を3人以下としていただきますよう，よろしくお願いします。
【様式第２号】

質問書
　平成　　年　　月　　日

（あて先）
京 都 市 長　

法人名　　　　　　　　　　　　
担当者氏名　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　　　　　　　　　　
Ｅメール　　　　　　　　　　　　
　京都市山ノ内浄水場跡地（北側用地）活用優先交渉事業者選定に係る
募集要項等について，下記のとおり質問します。

記

	質問事項

	


【様式第３－１号】

応募申込書
　平成　　年　　月　　日

（あて先）
　京 都 市 長　

法人名　　　　　　　　　　　　印　
　　　　　　　（代表事業者名）　　　　　　　　　　　　  
　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　印　

　京都市山ノ内浄水場跡地（北側用地）活用優先交渉事業者の選定に係る募集要項に基づき，必要書類を添えて，下記のとおり公募型プロポーザルへの参加を申し込みます。
	御担当者及び連絡先

	所属部署

役職
	

	氏名
	

	電話番号
	

	ＦＡＸ
	

	Ｅメール
	


【様式第３－２号】

構成員調書
　平成　　年　　月　　日

（あて先）
　京 都 市 長　

京都市山ノ内浄水場跡地（北側用地）活用優先交渉事業者の選定に係る募集要項に基づき，必要書類を添えて，下記の法人を代表事業者として，公募型プロポーザルへの参加を申し込みます。
代表事業者名 　　　　　　　　　　　　　
（構成員）

法人名　　　　　　　　　　　　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　印　

	御担当者及び連絡先

	所属部署

役職
	

	氏名
	

	電話番号
	　　　

	ＦＡＸ
	　　　

	Ｅメール
	　　　　　　


【様式第４号】

誓約書
　平成　　年　　月　　日

（あて先）
京 都 市 長　

法人名　　　　　　　　　　　　印　

　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名　　　　　　　　　　　　印　

　京都市山ノ内浄水場跡地（北側用地）活用優先交渉事業者選定の公募型プロポーザルへの参加に際し，下記のとおり誓約します。

また，本誓約に違反があった場合には，当法人が当該プロポーザルを

失格（選定後は選定取消）となることに同意します。
記

１　「京都市山ノ内浄水場跡地（北側用地）活用優先交渉事業者の選定に係る募集要項」の４応募資格に規定する事項を満たしていること。
２　上記要項の１３の⑴契約の解除等に規定する事項に該当しないこと。
【様式第５－１号】
応募者の概要
（　法人の沿革　）
	法　人　名
	

	法人の沿革を簡潔に記載してください。



【様式第５－２号】
応募者の概要
（　法人の運営理念　）
	法　人　名
	

	　法人の運営理念を簡潔に記載してください。



【様式第５－３号】
応募者の概要
（　法人の組織体制　）
	法　人　名
	

	　法人の組織体制を簡潔に記載してください。


【様式第５－４号】
応募者の概要
（　法人の事業実績　）
	法　人　名
	

	これまでの主な事業実績を記載してください。
特に，公益性の高い事業の実績については，事業内容や実施年数等について詳細に記載してください。


【様式第６－１号】

事業費概算書（初期投資）
	法　人　名
	


（単位：百万円）
	項目
	金額

	１　土地代金
	

	２　建物建設費
	

	３　人件費・経費
	

	合計
	


※　事業開始までの必要な資金額を計上してください。　
※　土地代金については，購入代金か賃借料のどちらかを記入してください。
※　適宜必要な項目があれば追加し，わかりやすく記入してください。

（支出経費内訳）
	　建物建設費（１００万円以上）の内訳をわかりやすく記入してください。

　建物建設費がわかる内訳書，見積書等があれば，それを添付いただいてもかまいません。


【様式第６－２号】

初期投資に伴う資金調達計画書
	法　人　名
	


（単位：百万円）

	項目
	金額
	調達先

	１　 自己資金
	
	

	２　
	借入金・社債等
	
	

	
	⑴
	
	

	
	⑵
	
	

	
	⑶
	
	

	３　その他
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合計
	
	


※　「事業費概算書」に計上した資金額の調達内訳を記載してください。

※　適宜必要な項目があれば追加し，わかりやすく記入してください。

※　「借入金・社債等」は，調達先ごとに記入するものとします。

（借入金・社債等内訳）
	　借入金・社債等について，調達先ごとに借入時期，金利（固定・変動），返済方法（元金均等・元利均等），償還年限などを記入してください。


【様式第６－３号】

長期損益計画書（基礎資料）
	法　人　名
	


（主な収入の根拠）
	　主な収入の積算根拠を項目ごとにわかりやすく記入してください。


（主な支出の根拠）
	　主な支出の積算根拠を項目ごとにわかりやすく記入してください。
　なお，「使用権原の取得に係る費用」は除きます。


（再投資【大規模修繕費】）
	　将来的に建物の改修などを見込んでいる場合に，その時期と金額，積算根拠をわかりやすく記入してください。
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１．消費税及び地方消費税抜きとし，物価変動を除いた額を記入すること。

２．A３判１枚以内で，記入すること。�

３．各年の費用は，各４月から翌年３月までの1年間の費用を記入すること。�

４．可能な限り具体的に記入すること。収入，支出の積算根拠については，長期資金収支計画書（基礎資料）に記載すること。

５．必要に応じ適宜記入欄を追加・修正すること。

６．他の様式と整合性を取った内容を記入すること。

７．土地代金については、売却，貸付ともに提案価格を記入すること。

【様式第６－４号】

【様式第７－１号】

契約条件等
（　使用権原　）

	法　人　名
（代表事業者名）
	

	（使用権原）
　土地の使用権原について，次の中から選択し，□にチェックを入れてください。

· 売却
· 貸付
貸付を選択された場合は，定期借地権設定契約の種類とその契約年数について，次の中から選択し，□にチェックを入れてください。
　　　□　６０年間の一般定期借地権設定契約

　　　□　２０年間の事業用定期借地権設定契約

	　上記で選択した使用権限に応じ，

本募集要項６ページの価格を最低価格として，

本物件の土地代金又は年間貸付料の希望価格を記載してください。

約（　　　，　　　，　　　，　　　）円
※　総額は，以下の項目以外も含むすべての事業費としてください。
※　金額は，アラビア数字１，２，３・・・を記載してください。


【様式第７－２号】

契約条件等
（共同提案者の負担額）
	法　人　名
	

	　共同提案を行う場合は，様式第７－１号に記載した希望価格について，共同提案者ごとの負担額を記載してください。

約（　　　，　　　，　　　，　　　）円
※　総額は，以下の項目以外も含むすべての事業費としてください。

※　金額は，アラビア数字１，２，３・・・を記載してください。

	上記に記載した負担額について，その算出根拠を記載してください。

（例：○○の条件で，不動産鑑定評価により算定）




【様式第８－１号】

事業計画書
（　事業の目的と方針　）

	法　人　名
（代表事業者名）
	

	　事業目的とそれを実現させるための方針を記載してください。



【様式第８－２号】

事業計画書
（　事業スケジュール　）

	法　人　名
（代表事業者名）
	

	（土地引渡しから事業開始まで）

　土地引渡しから，事業を開始するまでの主なスケジュールを記載してください。

	（事業開始から１０年間の事業展開）

事業開始から１０年間の主な事業スケジュールを記載してください。

なお，何期かに分けて事業を実施する場合は，
１期ごとの事業内容とスケジュールがわかるように記載してください

	（将来構想）

　事業開始から１１年後以降の将来的な事業展望を記載してください。


【様式第８－３号】

事業計画書
（　事業の実施体制　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	

	本事業を担当する組織の体制，人員数について記載してください。


【様式第８－４号】

事業計画書
（　学びの環境の充実　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	

	跡地は，京都市都市計画マスタープランにおいて，「学術研究機能と地域とが共存したまちづくり」を促進する地区として位置付けられております。
そこで，学びの環境の充実につながる事業展開や施設整備について，具体的な取組を交えて，説明してください。
なお，記載する内容が他の様式と重複しても構いません。



【様式第８－５号】

事業計画書
（　北側用地の有効かつ一体的な活用　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	

	跡地は，本市が所有し，活用できる用地の中で最大規模の土地であり，右京区の新たなまちづくりの拠点として，この土地の持つポテンシャル（交通アクセス，土地の規模等）を有効活用した，一体性のある土地の利用が期待されます。

そこで，北側用地で行われる事業展開や施設整備について，具体的な取組を交えて，説明してください。
なお，記載する内容が他の様式と重複しても構いません。


【様式第８－６号】

事業計画書
（　施設開放　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	

	活用方針では，地域の内外から，多様な人が気軽に集まり，交流できるよう，施設開放に努めるとともに，それが推進されるような開放型の施設にすることとしております。
そこで，施設開放につながる事業展開や施設整備について，具体的な取組を交えて，説明してください。
なお，記載する内容が他の様式と重複しても構いません。


【様式第８－７号】

事業計画書
（　地域と進めるまちづくり　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	

	活用方針では，まちづくりの担い手の一員として，主体的な立場で，地域と共にまちづくりに努めることとしております。

そこで，地域のまちづくりに貢献する事業展開や施設整備について，具体的な取組を交えて，説明してください。
なお，記載する内容が他の様式と重複しても構いません。


【様式第８－８号】

事業計画書
（　にぎわいの創出　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	

	跡地は，その交通アクセス機能等を生かして，多様な人が行き交い，にぎわいを創出することで消費や雇用の増加につながることが期待されます。

そこで，消費や雇用の増加につながる事業展開など具体的な取組を，数値を交えて説明してください。

なお，記載する内容が他の様式と重複しても構いません。


【様式第８－９号】

事業計画書
（　施設利用者数　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	

	（施設利用者数の見込み）

約（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）人
（施設利用者数見込みの内訳）

１　地下鉄による来場者

約（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）人

　２　市バスによる来場者

約（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）人

３　その他公共交通機関・自転車・徒歩による来場者

約（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）人

４　自動車・バイクによる来場者

約（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）人

	（算出根拠）

　上記の施設利用者数の算出根拠となる算定式を示し，公の基準や類似施設での実績など具体的な指標・事例を交えて，説明してください。


【様式第８－１０号】

事業計画書
（　安全快適な歩行空間の創出　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	

	活用方針では，公共交通の利用促進や自動車利用の抑制，適切な駐輪システムを整備し，敷地内外を問わず，安全で快適な歩行空間の創出に努めることとしております。

そこで，敷地内外の安全快適な歩行空間の創出について，具体的な取組を交えて，説明してください。

なお，記載する内容が他の様式と重複しても構いません。


【様式第８－１１号】

事業計画書
（　防災機能の向上　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	

	跡地は，本市が所有し，活用できる用地の中で最大規模の土地であり，右京区の新たなまちづくりの拠点として，防災機能の向上につながる活用が期待されます。

そこで，防災機能の向上について，具体的な取組を交えて，説明してください。

なお，記載する内容が他の様式と重複しても構いません。


【様式第９－１号】

施設計画書
（　施設整備のコンセプト　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	

	施設整備のコンセプトとそれを実現するための方針を記載してください。




【様式第９－２号】

施設計画書
（　施設計画の概要　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	


施設ＮＯ．（　　）　建物
	施設名称
	

	主な機能
	

	建築面積
	㎡
	延床面積
	㎡

	階数
	階
	最高高さ
	ｍ

	着工予定時期
	年　　月
	完成予定時期
	年　　月


施設ＮＯ．（　　）　緑地等
	施設の種類
	オープンスペース 　・　 緑　地
駐　輪　場　・　駐　車　場
その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	面積
	　㎡　　

	着工予定時期
	　　年　　月
	完成予定時期
	　　年　　月


※　上記の施設ＮＯは，配置がわかるように図面に記載してください。

【様式第９－３号】

施設計画書
（　施設整備スケジュール　）

	法　人　名
（代表事業者名）
	

	（土地引渡しから事業開始まで）

　土地引渡しから，施設整備を行い，事業を開始するまでの主なスケジュールを記載してください。

　なお，何期かに分けて整備する場合は，期毎の整備内容とスケジュールがわかるように記載してください

	（事業開始から１０年間）

事業開始から１０年間の主なスケジュールを記載してください。



	（将来構想）

　事業開始から１１年後以降の将来的な展望を記載してください。


【様式第９－４号】

施設計画書
（　その他　）

	法　人　名
（代表事業者名）
	

	活用方針では，跡地に相応しい都市計画条件が示されておりますが，それ以外の施設整備に伴う特例許可や，事業認可を受ける必要があれば，記載してください。

ただし，事業者として選定された場合でも，記載した許認可において優遇されることはありません。


【様式第１０号】

自由記述
（　自由記述　）
	法　人　名
（代表事業者名）
	

	特にアピールされたいことを自由に記載してください。
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３．各年の費用は，各４月から翌年３月までの1年間の費用を記入すること。�

４．可能な限り具体的に記入すること。収入，支出の積算根拠については，長期資金収支計画書（基礎資料）に記載すること。

５．必要に応じ適宜記入欄を追加・修正すること。

６．他の様式と整合性を取った内容を記入すること。

７．土地代金については、売却，貸付ともに提案価格を記入すること。
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損益計算書

		

																				長期損益計画書

		（法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ホウジンメイ																																														単位：注記なければ千円 タンイチュウキセンエン

		事業年度 ジギョウネンド						改修期間 カイシュウキカン		1		2		3		4		5		6		7		8		9		10		11		12		13		14		15		16		17		18		19		20

		年度 ネンド

		１　営業収入 エイギョウシュウニュウ

		(1)

		(2)

		(3)

		(4)

		(5)

		２　営業支出 エイギョウシシュツ

		(1)人件費 ジンケンヒ

		(2)施設維持管理費 シセツイジカンリヒ

		(3)運営費 ウンエイヒ

		(4)減価償却費 ゲンカショウキャクヒ

		(5)賃借料 チンシャクリョウ

		(6)土地関連代金 トチカンレンダイキン

		(7)

		(8)

		３　営業利益 エイギョウリエキ

		　　営業外収益 エイギョウガイシュウエキ

		４　営業費用 エイギョウヒヨウ

		　　営業外費用 エイギョウガイヒヨウ

		５　経常利益 ケイジョウリエキ

		　　特別利益 トクベツリエキ

		　　特別損失 トクベツソンシツ

		６　当期利益 トウキリエキ

		７　次期繰越金 ジキクリコシキン

		１．消費税及び地方消費税抜きとし，物価変動を除いた額を記入すること。 ショウヒゼイオヨチホウショウヒゼイヌブッカヘンドウノゾガクキニュウ

		２．A３判１枚以内で，記入すること。 マイイナイキニュウ

		３．各年の費用は，各４月から翌年３月までの1年間の費用を記入すること。 カクネンヒヨウカクガツヨクネンガツネンカンヒヨウキニュウ

		４．可能な限り具体的に記入すること。収入，支出の積算根拠については，長期資金収支計画書（基礎資料）に記載すること。 カノウカギグタイテキキニュウシュウニュウシシュツセキサンコンキョチョウキシキンシュウシケイカクショキソシリョウキサイ

		５．必要に応じ適宜記入欄を追加・修正すること。 ヒツヨウオウテキギキニュウランツイカシュウセイ

		６．他の様式と整合性を取った内容を記入すること。 タヨウシキセイゴウセイトナイヨウキニュウ

		７．土地代金については、売却，貸付ともに提案価格を記入すること。 トチダイキンバイキャクカシツケテイアンカカクキニュウ





キャッシュフロー計算書

																																																（様式第８－２号） ヨウシキダイゴウ

																資金収支計画書　キャッシュフロー計画表 ケイカクヒョウ

		（法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） ホウジンメイ																																														単位：注記なければ千円 タンイチュウキセンエン

		事業年度 ジギョウネンド						改修期間 カイシュウキカン		1		2		3		4		5		6		7		8		9		10		11		12		13		14		15		16		17		18		19		20

		年度 ネンド								27		28		29		30		31		32		33		34		35		36		37		38		39		40		41		42		43		44		45		46

		収入(a) シュウニュウ

		資金調達（借入金等） シキンチョウタツカリイレキントウ

		授業料収入 ジュギョウリョウシュウニュウ

		入学金収入 ニュウガクキンシュウニュウ

		その他納付金収入 タノウフキンシュウニュウ

		手数料収入 テスウリョウシュウニュウ

		寄付金収入 キフキンシュウニュウ

		補助金収入 ホジョキンシュウニュウ

		資産運用・売却収入 シサンウンヨウバイキャクシュウニュウ

		事業収入・雑収入 ジギョウシュウニュウザツシュウニュウ

		前受金収入 マエウケキンシュウニュウ

		その他収入 タシュウニュウ

		支出（元利払前）(b) シシュツガンリハラマエ

		施設整備費（改修費） シセツセイビヒカイシュウヒ

		人件費支出 ジンケンヒシシュツ

		教育研究経費 キョウイクケンキュウケイヒ

		管理経費支出 カンリケイヒシシュツ

		施設関係支出（保守管理費等） シセツカンケイシシュツホシュカンリヒトウ

		設備関係支出 セツビカンケイシシュツ

		その他支出 タシシュツ

		土地代金 トチダイキン

		元利払充当可能キャッシュフロー(a)-(b) ガンリバライジュウトウカノウ

		元利払い（c) ガンリバラ

		支払利息 シハライリソク

		元本返済 ガンポンヘンサイ

		ネットキャッシュフロー(a)-(b)-（c）

		１．消費税及び地方消費税抜きとし，物価変動を除いた額を記入すること。 ショウヒゼイオヨチホウショウヒゼイヌブッカヘンドウノゾガクキニュウ

		２．A３判１枚以内で，記入すること。 マイイナイキニュウ

		３．各年の費用は，各４月から翌年３月までの1年間の費用を記入すること。 カクネンヒヨウカクガツヨクネンガツネンカンヒヨウキニュウ

		４．必要に応じ適宜記入欄を追加・修正すること。 ヒツヨウオウテキギキニュウランツイカシュウセイ

		５．可能な限り具体的に記入するものとし、下の詳細説明欄に各収入、支出の詳細について説明すること。（長期損益計画表と重複する部分については記載は不要） カノウカギグタイテキキニュウシタショウサイセツメイランカクシュウニュウシシュツショウサイセツメイチョウキソンエキケイカクヒョウチョウフクブブンキサイフヨウ

		６．他の様式と整合性を取った内容を記入すること。 タヨウシキセイゴウセイトナイヨウキニュウ

		７．土地代金については、売却，貸付ともに提案価格を記入すること。 トチダイキンバイキャクカシツケテイアンカカクキニュウ

		（詳細説明欄） ショウサイセツメイラン






